






































































































































に、身分的家業の観念が根強かった（宮本［1939］40 － 41 頁）。また、江戸時代のいわゆる「士農工
商」という世襲的身分的支配による「先例尊重・祖法墨守・新儀停止」は、商取引を新販路の開拓や
新発明・発見を禁じる保守的・排他的なものにした（宮本［1939］14 － 15 頁参照）。したがって、家
名はのれんと成り得たと考えられる。





























































７ 　Yang によれば、「無形資産は余剰の種類によって分類され、（1）暖簾、（2）商標（trade mark）お
よび商号（trade name）、（3）フランチャイズ（franchise）、（4）継続価値（going value）、（5）特許
（patents）、著作権（copyrights）、企業秘密（trade secrets）、（6）その他独占的権利などが存在する




になった（Yang［1927］ｐ . 25 .）。」と述べている。








占的営業自体の評価を高く維持していたといえるのである（宮本［1939］48 － 49 頁）。
　しかしながら、株仲間に当時の諸色高値（物価上昇）の主たる要因を押しつけたとされる
天保の株仲間解散令を契機として、株仲間の機能であった財の安定供給と価格統制が崩壊し、




まらなかった（宮本［1958］343 － 352 頁）のである。
　　（2）明治維新後の国策による株仲間解放と企業合同

















れた。イギリスでは 1855 年の有限会社法、フランスでは 1867 年の会社法、ドイツでは 1870 年の第一
株式改正法、アメリカでは、各州で取扱は異なるが、一般に 1845 年のルイジアナ州憲法が皮切りに

























のれんの評価方法であり（高瀬［1930］32 － 33 頁）、これらによって評価された金額を品目
毎の単数制組織（生魚部や青果部等のような組織区分）による株式会社に現物として出資し、
のれんの資本化が行なわれた。しかし、この際の株式は非公開であり、したがって市場価格




　 なったといわれる（伊藤［1997］2 － 7 頁）。わが国でも初期商法（1890 年）は免許制であったが、そ
の後の改正商法（1899 年）では準則主義が採られている。
わが国におけるのれん会計の背景 ―19 世紀と 20 世紀の世紀転換期を中心として―（宮崎）
― 105 ―
た。他にも、戦勝によって国際的信用が増進し、広告的効果によってわが国の商品の販路が
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た（大刑判大 3・7・4 刑録 20 輯 1360 頁）。そこでは民法 709 条にいう「権利」とは法律上
の権利であると考えられていたのである。































（2006 年 2 月 7 日法務省令第 13 号、会社法施行日に施行）はひらがなの「のれん」の文字が















　わが国の会計制度は、『（原始）商法』が制定される明治 32 年（1890 年）までの「前商
法期」の主要先行株式会社が、紛れもなくイギリス型の報告会計実践を遂行していた（千葉
［2009］380 頁）こと、イギリス人の大蔵省紙幣頭書記官であったアラン＝ A. シャンドが『銀
11 　「暖簾」は商法上の用語であり、企業会計原則における「営業権」と同義である（木内・横山
［1967］283 頁）。













る会計処理のみであり、持分プーリング法の登場はアメリカでの ARBNo. 40 の創設における
議論を待たなければならない。しかし、合併当事者間で密接な資本所有関係がある場合、利
益剰余金と資産を存続会社へ振替記入することについては、既に 1920 年代から議論があった
ようである（佐々木［1987］7 － 8 頁）。
　しかしながら、この当時におけるわが国ののれん会計もまた、当時のイギリス、アメリカ
12 　加藤　斌訳『商家必用』（初出 1873、復刻版：雄松堂、1879）の原著は、イギリスで出版された
チェインバー教育叢書の中の一冊である、William Inglis “ Bookkeeping by Single & Double Entry 
With an Appendix containing Explanations of Mercantile Terms and Transaction Question Book 
Keeping,etc”, 1861 の翻訳であるとされている（片野［1956］105 頁）。なお、同書は A.C Littleton に
よれば、会計史上減価償却が本来の期間費用割当計算という概念をもって述べられるようになった最
も古い文献であると述べている（同上、105 頁）。




シーの亜流でありその論法をそのまま継承している場合が多い」（久野［1970］130 － 131 頁）、またイ








の一般的通念に反することになる。」（Leake［1921］p. 78 . 訳は久野［1969］60 － 61 頁を参照。）
　 　以上を見る限り、当時ののれん会計においてはイギリスが先行していたとみて良いと考えられる。




































なった（大蔵省大臣官房調査企画課［1978］224 － 227 頁）。

























旧商法第 285 条の７は、暖簾 18 の評価に関して次のように規定している。









れる ( 田中［1982］767 頁 )。




























































別個に規定が設けられているにすぎなかった。そこでまず 1962 年の商法改正（旧商法 285 条
の 7）において、購入のれんの資産計上や償却方法も明文化された（5 年以内の毎期均等償





（商法 32 条第 2 項）の規定が加わり、これによって企業会計原則は、「公正な会計慣行」を要約したも
のとみなされるに至った。





























価値評価が問題となったことがわかる。具体的には 19 世紀末から 20 世紀前半にかけて、企
業を取り巻く利害関係者は多様化し、それに伴いのれん観は次第に拡張していった。それま
で顧客（つまり消費者）というきわめて限定的な視点から考えられていたのれん観は、より





























22 　この点について、片野教授は、「昭和 9 年（1934 年）の商工省・財務諸表準則における財産目録準則
が持つ会計的特質は、明治 17 年の日本商法草案第 33 条によって蒔かれた種子が原始商法の実施と共
に芽を発して会計現象に結実したものにほかならない（片野［1968］169 頁）。」と述べた後に、「戦前
の企業会計制度をリードしてきた商工省・財務諸表準則は（中略）、商法の評価規定を利用して低価主
義‘損益法’による保守的会計を享受してきたもののように思われる（片野［1968］170 － 171 頁）。」
と述べていることからも、旧商法が当時の会計をリードしていたことが分かるであろう。
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主義から取得原価主義へと会計の利益計算概念が変遷することによって生じた批判であり




























評価替えかという問題と、のれんの資産性の問題とが 19 世紀と 20 世紀の世紀転換期の頃か
ら今もなお研究の対象となっていると考えられるのである。
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